別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名:　新　就農支援協力金事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2848）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,600千円（前年度予算額：　0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　野菜、果樹、花き等の園芸品目で、新たに就農（法人の新規農業参入を含む。）する場合、課題となる農地の取得等について、就農希望者が円滑に農地を取得等し就農できるよう、農地利用集積円滑化団体を通じて、就農希望者（地域農業マスタープランに位置づけられた将来的に地域の中心となると見込まれる経営体）に農地を移転・貸借等する場合、農地の出し手に対して、就農支援協力金を交付する。
　また、農地の出し手が保有する農業用機械・施設（永年生作物を含む。）等を就農希望者に譲渡する場合には、別途、加算措置を設ける。
	２　所要経費


（１）就農支援協力金　3,000千円

　就農希望者に農地を移転・貸借等する場合、農地の出し手に協力金を交付
　（50,000円/10a）
（２）機械等譲渡加算　　600千円

　　　　農地の出し手が保有する主要な農業用機械・施設（永年生作物を含む。）等を当該
就農希望者に譲渡する場合に加算（20,000円/10a）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
○農業の担い手を育成・確保する

（１）新規就農者を育成する
　　　　・就農情報の提供や相談活動、就農支援研修の実施から、就農後の技術、経営
支援による就農定着までの一貫した就農支援体制を整備する。
　　　（３）多様な農業の担い手を育成する

　　　　・女性や高齢者対する農業活動の支援や、農外企業等の農業参入を促進する。
	２　これまでの取組状況


就農希望者のための就農相談会や農業に対する知識や理解度に応じた各種就農支援研修の実施、また、農業の技術知識の習得から就農、定着までを一貫してサポートする「地域就農支援協議会」の設立とその活動促進による、新規就農者の増加。
＜新規就農者数：６０名（H22）、６５名（H21）、６３名（H20）、４５名（H19）＞

　また、平成21年の農地法等の改正に伴い、企業等の農業参入の規制が緩和されたため、企業等の農業参入の意欲は高まってきており、県では、企業等を農業の新たな担い手のひとりとして位置づけ、農業参入を推進。＜農業参入企業数：４２法人(H22末)＞

	３　これまでの取組に対する評価


新規就農者は増加傾向にあるものの、目標としている年間８０名の新規就農者の確保は達成していない状況であることから、新規就農のための情報提供から就農定着までの総合的な支援体制を県下各地域で整備・強化するとともに、企業等の農業参入についても、支援体制の充実を図る。あわせて、最も難しい農地確保について、地権者の協力が得やすい環境づくりを進め、就農支援を一層強化する必要があると考えています。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,600
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